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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、ある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、急速な高齢化が進む日本社会において、健康寿命の延伸と QOL 向上に資

するスポーツ参加率の向上を実現するため、国・自治体・個人の 3 つの階層（レベル）における
促進要因を科学的に解明し、エビデンスに基づく支援政策（EBPM）の評価手法と実践的ツール
を構築することを目指したものである。第 3期スポーツ基本計画等において EBPM の推進が掲げ
られる一方で、実際の政策現場では依然として経験則に頼る場面が多く、科学的根拠に基づいた
施策の立案や効果検証の手法が確立されていないのが現状である。こうした課題に対し、疫学ビ
ッグデータの活用や介入研究を通じて政策効果を可視化・評価しようとする本プロジェクトの目
標設定は、スポーツ政策の社会的・経済的インパクトに関する科学的評価手法の構築を求めた本
プログラムの趣旨に合致するものであり、妥当であったといえる。 
本研究開発における中核は、全年齢層を対象とする大規模データを活用したスポーツ振興要因

の解明と「見える化」に置かれている。特に、研究代表者らがこれまでに構築してきた全国規模
の高齢者コホート研究である「日本老年学的評価研究（JAGES）」のデータを活用し、75 市町村・
約 23 万人に及ぶ大規模データを詳細に分析することで、自治体間で高齢者のスポーツ参加率に約
2 倍から 4 倍もの顕著な格差が存在することを明らかにし、地域環境や政策介入の違いが参加率
に与える影響を定量的に可視化するに至っている。そのうえで、単なる現状分析に留まらず、ス
ポーツ参加率の高い優良事例自治体へのヒアリング調査を実施して成功要因を深掘りし、その知
見を還元するため、スポーツ部局と介護予防部局の連携を促進するワークショップやセミナーを
全国各地で延べ 30 回以上開催するなど、行政内部の縦割りを排した多職種連携によるスポーツ振
興の実践モデルの構築が行われた。 
また、本プロジェクトでは、こうしたマクロなデータ分析に加え、個別の政策介入の効果検証

の手法開発についても、地域の現場における実証を通じて重要な示唆を得ている。大阪府河内長
野市における新スタジアム建設計画と連携し、社会的投資収益率（SROI）の概念を用いた新たな
評価モデルを構築した。市民 723 名を対象としたベースライン調査を実施し、施設整備がスポー
ツ参加のみならず地域の社会的つながりや市民の幸福感に及ぼす波及効果を定量的に評価するた
めの枠組みを提示したことは、ハード整備の効果をソフト面から評価する新たな視点を提供する
ものであったと評価される。 
さらに、個人レベルの行動変容を促すアプローチとして、スマートフォンアプリや e スポーツ



を用いたランダム化比較試験（RCT）を実施し、その有効性を実証するとともに、特に自治体に
おけるニーズの高かった e スポーツについては、著作権処理や運営ノウハウ等を網羅した「自治
体向け e スポーツ導入の手引き」が成果物として取りまとめられた。自治体に対するこれらの実
践的ツールの提案は、エビデンスに基づいた政策立案を志向しながらも具体的な手法やノウハウ
が不足している現場の切実な課題意識に直接応えようとするものであったといえる。 
他方で、当初計画していた公園・スタジアム等の施設整備が住民のスポーツ実施や健康に与え

る効果に関する縦断的な検証は、対象自治体の協力が得られず実施困難となるなど、一部の実施
内容の進捗や達成度に課題がみられた。こうした計画の見直しは、コロナ禍による社会情勢の変
化や自治体側の事情変更といった外的要因の影響も一部あったものと思われるものの、特に全世
代を対象とした大規模データの新規取得や長期的な施設介入効果の検証といった当初の構想は、
研究開発期間における実現可能性に比べて過大な内容であった感は否めない。結果として、現実
の研究開発の状況に合わせてアプローチの見直しや代替策が適切に実施された点は評価されるも
のの、データの取得可能性に直結するフィールドの確保や目標設定については、計画段階からよ
り現実的かつ慎重に検討されるべきであった。 
また、本プロジェクトの成果は、結果的に高齢者を中心とした JAGES データや高齢者向け e ス

ポーツ施策に重点が置かれており、全世代的なスポーツ振興施策への波及という点では道半ばと
言わざるを得ない。さらに、作成されたガイドラインや評価手法が、実際にどれだけの自治体で
恒常的な施策として定着するかについては、現段階では検証されているとは言い難い。その点、
「スポーツ参加の促進要因の探索と支援政策の評価研究」という目標に照らして、開発された手
法の社会実装と定着の試みが十分に検証しきれなかった点が惜しまれる。こうした課題について
は、今後推進される研究活動を通じて更に深められることを期待したい。 
なお、本プロジェクトは、本プログラムが第 3 期より新たに導入した「共進化枠」として推進

された課題である。「共進化枠」は文部科学省の担当原課から提供された政策課題をもとに、公募
テーマを設定するニーズ・ベースドのアプローチを採用している。本テーマについても、公募段
階から文部科学省・スポーツ庁との連携を通じて課題の設定を行なったものであり、採択後の研
究開発の推進にあたっては政策担当者との密接な連携が期待されたところである。後述するよう
に研究開発期間中にスポーツ庁側の度重なる事情変更が生じるという困難な状況に直面しつつも、
研究代表者らが粘り強く信頼関係の再構築に努めた結果、国が実施するアンケート調査への「主
観的幸福感（ウェルビーイング）」指標の導入につながるなどの「共進化」としての具体的な実績
につながっている。他方で、プロジェクト全体としては、本研究開発が政策担当者との間で当初
想定されたレベルで密接なコミュニケーションと連携の元に研究開発が推進されたとは判断し難
い。もっとも、こうした政策コミュニケーションの限界の要因は、必ずしも研究代表者らの責に
帰するものばかりではなく、実際には連携先機関となるスポーツ庁側の人事異動や政策的な関心
の優先順位の変化等の事情変更が大きく影響しているものと推察される。 
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資するとある程度期待し得ると評価する。 



EBPM の実践が未成熟なスポーツ政策の領域の現状を踏まえれば、本プロジェクトで提示さ
れたスポーツ参加の形態（「する」「みる」「ささえる」）と健康・ウェルビーイングとの関連性を
示すロジックモデルや社会的投資収益率を用いたスポーツ施設の社会的価値評価の枠組みは、今
後の第 4期スポーツ基本計画の策定や施策評価において参照されるべき重要な科学的知見といえ
る。特に、従来エビデンスが不足しがちであった「みる（観戦）」や「ささえる（ボランティ
ア）」といった多面的な関わりが、高齢者の主観的幸福感や社会的つながりの維持に寄与するこ
とを、JAGESデータを用いて実証した点は、連携先機関であるスポーツ庁において認識されて
いた「スポーツの成長産業化」や「健康増進」をめぐる政策課題に対し、科学的根拠を提供する
ものである。 
 
○共進化を通じて、連携先機関において認識されている具体的な政策課題の解決に貢献しうる成
果は創出されたと評価する。 
本プロジェクトは、「共進化枠」として、スポーツ政策がもたらす多様な価値を客観的に評価す

るための手法の開発やロジックモデルの検討・評価、その実証に不可欠なデータ基盤の構築等に
おいて、スポーツ庁との密接な協働が本来的に期待された。プロジェクトの進展状況に合わせて、
スポーツ庁政策課との意見交換が行われたほか、研究代表者が自ら委員を務める同庁スポーツ審
議会健康スポーツ部会において、研究開発成果に基づいた意見が共有されるなど、共進化枠であ
るからこそ実現できた政策コミュニケーションが存在した点は特筆される。特に、連携先機関の
人事異動等による事情変更という障壁を乗り越え、研究者と政策担当者の対話を通じて、スポー
ツ庁が毎年実施するアンケート調査「スポーツの実施状況等に関する世論調査」において、本プ
ロジェクトからの提言に基づき「主観的幸福感」に関する質問項目が新たに追加・採用されるに
至ったことは、国の政策立案基盤の改善に貢献しうる具体的な成果であり、共進化のプロセスと
して高く評価される。同様に、広報誌『月刊 健康づくり』での連載を通じて、スポーツ庁と共同
で情報発信を行うなど、実質的な連携成果も生み出されている。 
しかしながら、実際のプロジェクトの進行においては、研究側が期待したスポーツ政策現場で

のデータ取得やフィールド確保について、実務上のハードル等もあり、当初想定した形での連携
を実現することには難しさが伴った面は否めない。結果として、プロジェクト側が独自に保有す
るデータベースである JAGES に依存した形での分析や評価が中心となり、「共進化」の枠組みを
通じて国のスポーツ政策の中核的なロジックを客観的に検証・評価するという当初期待された点
については課題が残された。 
 なお、本研究開発の推進過程では、自治体現場からのニーズが高まっていた高齢者向け e スポ
ーツへの対応という特筆すべき取り組みがみられている。DX 推進と高齢者の社会的孤立防止と
いう現代的な政策課題に対し、現場の自治体行政職員が抱える導入への障壁（著作権、機材、運
営等）を解消するため、当初計画にはなかった検証を追加実施し、「自治体向け eスポーツ導入の
手引き」を作成・公開した。こうした取り組みは、リアルタイムでの政策側および現場の要請に
対して、機動的に研究開発内容を拡張させることで、実際の政策実装支援に貢献したという点で
評価される。 
 



○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等にある程度貢献し得ると評価する。 
本研究開発プロジェクトの成果については、方法論の観点から、疫学研究のために蓄積された

大規模データ（JAGES）をスポーツ政策の評価に応用した点や、アプリ・e スポーツの効果検証
に RCTを導入した点において、スポーツ政策の効果に関するエビデンスレベルの向上に寄与す
る成果が創出されている。また、自治体職員を対象とした「多部署連携ワークショップ」の手法
開発は、縦割り行政の弊害を乗り越え、データに基づく政策立案を現場レベルで実践するための
プロセス技術として、スポーツ分野に限らず他の政策領域（まちづくり、教育、福祉等）にも応
用可能な汎用性のある知見といえる。 
他方で、スタジアム等の施設整備の効果検証については、当初計画していた縦断的な調査が困

難となり、代替的な手法として SROI を用いたモデル構築が行われたものの、施設完成後の事後
評価については今後の課題として残されている。作成された評価モデルやガイドラインが、実際
にどれだけの自治体で施策として定着し、効果を発揮するかについては、現段階では検証の途上
にある。未了となっている施設完成後の追跡調査などの取り組みと並行して、これまでに取りま
とめられた知見を学術論文として発表することでよりロバストな成果として発展させることが望
まれる。 
なお、本プロジェクトの推進にあたっては、公衆衛生学、スポーツ科学、老年学、経済学など
多分野の研究者が参画したほか、自治体職員、スポーツ団体、民間企業等の実務家を巻き込んだ
研究開発実施体制が構築された点が特筆される。特に、多くの若手研究者が国の政策担当者との
協議や自治体現場でのアクションリサーチ、SROI 分析の実践などに主体的に関与する機会が提
供されており、結果として政策と研究をつなぐ人材の実践的な育成にも寄与している。その意味
で、本プログラムが目標とする人材育成やネットワーク拡大においても大きく貢献したものと評
価する。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、適切になされたと評価する。 
プロジェクトとしての目標達成に向けて、計画段階から国・自治体・個人という各レベルに応

じた課題設定と段階的な対応が構造的に整理されており、個々の実施項目ごとに詳細な目標設定
や分析・アプローチの方法、工程等が具体的に構想されていた。 
研究開発の推進過程においては、当初計画していた既存施設の縦断的な効果検証が自治体側の

事情により困難となる局面や、全世代データの取得に障壁が生じるなどの課題に直面した。しか
しながら、こうした状況に対し、大阪府河内長野市の新スタジアム建設計画と連携した社会的投
資収益率分析の導入、さらには自治体ニーズの高い「高齢者向け e スポーツ」の効果検証を追加
するなど、柔軟かつ機動的な計画変更が行われた。こうした対応は、政策現場の実情とニーズを
的確に捉えた戦略的なピボット（方向転換）であり、結果として「自治体向け e スポーツ導入の
手引き」の作成や多部署連携ワークショップの開催といった実践的な成果へと結実している。 
全体としては、外部環境の変化に伴う計画の見直しが必要となったものの、代替案の実行によ

り当初の狙いに匹敵する成果を創出しており、研究開発活動は適切に実施されたものといえる。 



 
○また、本プロジェクトは、研究代表者を中心に 適切に管理運営されていたものと評価される。 
 研究代表者の的確なマネジメントのもとで、疫学・公衆衛生学・スポーツ科学・経済学といっ
た異分野の研究者や、自治体職員、スポーツ団体、民間企業等の実務家からなる幅広いステーク
ホルダーが関与する体制が構築された。特に、自治体との連携においては、単なるデータ提供の
依頼に留まらず、延べ 30回以上に及ぶワークショップやセミナーの開催を通じて現場の課題感を
吸い上げ、研究にフィードバックする双方向のプロセスが確立されていた様子が窺われる。多様
な主体の参画するプロジェクトの場合には、しばしばチーム全体の活動実態が見えにくくなる懸
念もあるが、本プロジェクトにおいては、多くの若手研究者が自治体現場でのアクションリサー
チや SROI 分析の実践かつ主体的に関与しており、チーム全体として有機的に機能し、高い活動
量が維持されていたと評価できる。 
 
○本プロジェクトにおいては、連携先（カウンターパート）となる文部科学省の担当課とのコミ
ュニケーションは適切になされたと評価する。 
 共進化枠のプロジェクトであることから、研究開発の初期段階から政策担当者との間で本プロ
ジェクトの問題意識の共有と継続的な関係性の構築、そして成果の実装に向けた検討を行うこと
が求められた。しかしながら、本プロジェクトの中期以降についてはフォーマルなコミュニケー
ションを必ずしも円滑に展開することができず、対応に苦慮する様子が窺われた。これは、研究
代表者らが政策コミュニケーションに十分なエフォートを割かなかったというよりも、スポーツ
庁側での人事異動等が本プロジェクトに関する継続的な関心を維持することを困難にした結果と
思料される。 
 実際、本プロジェクトにおいては、研究開発期間中に連携先機関であるスポーツ庁の担当者が
4 回も交代するという、継続的な関係構築において極めて困難な状況に直面することとなった。
これは、通常であればプロジェクトの停滞を招きかねない事態であるが、研究代表者および実施
者らは担当者変更のたびにプロジェクトの趣旨と進捗を丁寧に説明・共有し、信頼関係の再構築
に粘り強く努めた。その結果として、最終的には担当者の理解と協力を得ることに成功し、前述
のような国のアンケート調査における新たな指標導入や広報誌での共同執筆といった具体的な成
果の創出に至っている点は、「共進化」のプロセスとして特筆に値する。 
 なお、「共進化枠」をめぐる課題については、令和 3年度採択の他の「共進化枠」プロジェクト
においても同様の課題が観察された。文部科学省側の継続的なコミットメントをどのように調達
するかについて、プロジェクト側の努力や工夫のみならず、プログラム側にも一層の工夫が求め
られたところである。この点は「共進化枠」のデザインとマネジメントをめぐる重要な課題とい
うべきものであり、公募を通じたニーズ・ベースドの研究開発のあり方としてのプログラム側の
課題として慎重に再考される必要がある。 
 
■総合評価 
○十分な成果が得られた（十分に期待が持てる）と評価する。 



本プロジェクトは、急速な高齢化が進む日本社会において、国民の健康寿命延伸とQOL向上
に資するスポーツ参加率の向上を実現するため、国・自治体・個人という異なる 3つのレベルに
おいてその促進要因を科学的に解明し、エビデンスに基づく支援政策の評価手法と実践的ツール
を構築することを目指したものである。 
 本研究開発の最大の成果は、大規模高齢者コホート研究「JAGES」のデータを用いた精緻な分
析により、スポーツの多面的な価値（健康・幸福感への寄与）を定量的に可視化した点にある。
特筆すべきは、そのエビデンスを基に、スポーツ庁が実施するアンケート調査「スポーツの実施
状況等に関する世論調査」において、新たな評価指標として「主観的幸福感」の導入を実現した
ことである。これは、スポーツ政策のアウトカムを健康増進のみならずウェルビーイングの観点
からも捉え直すものであり、国の政策評価基盤の高度化に対する直接的な貢献として高く評価さ
れる。加えて、自治体向けの導入手引きの作成や多部署連携ワークショップの展開は、研究成果
を現場が利用可能な実践知へと翻訳し、社会実装を促す優れた取り組みであり、行政現場での広
範な活用が期待される。 
 研究開発の推進過程においては、当初計画していた既存施設の縦断的な効果検証や全世代デー
タの取得に課題が生じたものの、SROI 分析の導入や eスポーツ検証の追加など、柔軟かつ機動
的な計画変更が行われた。これらは「共進化枠」として国レベルの政策課題へのアプローチを模
索すると同時に、研究開発の進捗を踏まえつつ、自治体の現場レベルのニーズを的確に捉えて実
施内容の見直しや拡張を行うという戦略的なピボットであり、結果として実践的な成果の創出に
つながっていると高く評価できる。 
 プロジェクト運営面および「共進化枠」としての連携においては、研究開発期間中に連携先機
関であるスポーツ庁の担当者が頻繁に交代するという、困難な状況に直面することとなった。し
かし、研究代表者らが担当者の変更のたびにプロジェクトの趣旨と進捗を丁寧に共有し、信頼関
係の再構築に努めた結果、前述の具体的な政策実装を実現しており、不可抗力的な状況下にあっ
ても対話を途切れさせることなく継続し、実質的な共進化の実績を残した点は、プロジェクト・
マネジメントの観点からも特筆に値する。 
 以上のように、本プロジェクトは、外部環境の変化や連携先の事情変更といった困難に対し、
適応的なマネジメントによって柔軟に対応し、ピンチをチャンスに変えることで、スポーツ政策
の科学化と高度化に貢献しうる成果を上げるに至っている。当初計画の一部変更や、全世代デー
タの構築が道半ばである点など、残された課題はあるものの、創出された成果の質と政策的イン
パクトは大きく、総合的に高く評価できる。今後は、本プロジェクトで得られた知見やネットワ
ークを基盤として、学術面での更なる知見の蓄積とともに、開発された評価手法やガイドライン
が多くの自治体で活用され、スポーツを通じた健康長寿社会の実現に寄与することを強く期待す
る。 
 
■特記事項 
なし 
 


